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1　問題の所在
　割賦販売法の適用を受ける取引のうち，自社割賦（同法 2 条 1 項では「割賦販
売」として定義されている）においては，販売された指定商品の所有権は，賦払
金全部の支払義務が履行される時まで，割賦販売業者に留保されたものと推定
され（同法 ７ 条），同旨の特約が付されている。クレジット業者が商品代金を立
替払いする個別クレジット（同法 2 条 ４ 項では「個別信用購入あつせん」として定
義されている）では，クレジット業者と買主との間に購入商品の所有権をクレ
ジット業者に留保する特約がある。これらの特約に基づく担保手段が「所有権
留保」である。
　いずれも，割賦販売業者またはクレジット業者が担保権者として，購入者に
対する未払代金債権または立替金債権を担保することを目的とするものにほか
ならないが，本研究で取り上げた最高裁判決は，所有権留保の目的物である自動
車が駐車場に放置されていた事件に関し，その自動車の留保所有権者であるクレ
ジット業者に，放置自動車の撤去義務と不法行為責任を認めるという判断をした。
　担保権者であるクレジット業者に第三者に対する義務・責任が認められた初
1）
割賦販売法 ７ 条の推定規定は，所有権留保が相当多数の割賦販売契約約款に設けられているた
め，後日の紛争解決のためにこれを推定するのが適当ということにある（経済産業省商務情報政
策局取引信用課『平成20年版割賦販売法の解説』82頁（2009年㈳日本クレジット協会））。個別ク
レジットも同様と思われるが，同じ推定規定は置かれていない。
1）
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めての最高裁判例として重要であり，従来の判例法理との関わりにおいてその
理由づけ等法律構成の是非について検討しておく必要があろう。以下では，所
有権留保の担保としての性質とその効力を踏まえ，留保所有権者の担保権者と
しての義務・責任など，第三者との関係で生じる問題を判旨に即して検討を進
めていくこととしたい。
2 　事実の概要
　平成15年10月29日，Ｘ・Ａはその共有（持分各 2 分の 1 。平成16年 ７ 月2７日，Ａ
の持分が全部Ｘに移転した。）にかかる本件土地について，Ｂとの間で本件車両の
駐車場として使用する目的で，賃料 1 か月5000円とする賃貸借契約を締結した。
一方，ＢとＹ（クレジット業者）との間で，平成15年11月22日，本件車両を目的
とするオートローン（立替払い）契約を締結した。本件立替払契約は，①Ｙは，
本件車両の代金を立替払し，Ｂは，Ｙに対し，上記立替払債務を頭金のほか60
回に分割して支払う，②本件車両の所有権は，自動車販売店からＹに移転し，
Ｂが本件立替金債務を完済するまで同債務の担保としてＹに留保される（本件
車両の登録事項等証明書には，Ｙが所有者として記載されている。），③Ｂは，自動車
販売店から本件車両の引渡しを受け，善良な管理者の注意をもって本件車両を
管理し，本件車両の改造等をしない，④Ｂは，本件立替金債務について，分割
金の支払を怠ってＹから催告を受けたにもかかわらずこれを支払わなかったと
き，強制執行の申立てのあったときなどは，当然に期限の利益を喪失し，残債
務全額を直ちに支払う，⑤Ｂは，期限の利益を喪失したときは，事由のいかん
を問わず，Ｙからの同人が留保している所有権に基づく本件車両の引渡請求に
異議なく同意する，⑥ＢがＡから本件車両の引渡しを受けてこれを公正な機関
に基づく評価額をもって売却したときは，売却額をもって本件立替金債務の弁
済に充当する，というものであった。
　ところで，Ｂは，本件立替払契約上の割賦金の不払いを続けており，また，
本件土地の賃貸借の賃料も支払わなくなったので，Ｘは，平成18年 ３ 月10日に
Ｂに到達した「駐車料金支払催告書」により本件賃貸借の平成16年12月分から
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平成18年 ３ 月分までの賃料支払を催告の上，遅くとも平成18年 5 月10日にはＢ
に到達した「通知書」により，本件賃貸借契約解除の意思表示をし，同日に本
件賃貸借は解除により終了したが，依然として，本件土地には本件車両が駐車
している。Ｘは，Ｂに対して本件土地の明渡し等を命じた確定判決に基づき，
平成18年12月19日，Ｂの給与債権等を差し押さえたが，Ｂは平成18年 9 月26日
に退職したので，差し押さえるべき給与債権等がない状態になり，平成19年 1
月11日，上記差押命令の申立てを取り下げた。
　以上の事実経過のもと，Ｘは，Ｙに対し，本件車両を撤去して本件土地の明
け渡しを求めると共に，平成18年 5 月３0日から土地明渡済みまで 1 か月5000円
の割合による金員を支払いを求め，訴えを提起した。
　第一審判決（千葉地判平成18・11・2７金判1３1４号29頁）は，「Ｙが本件車両につ
き所有権を留保しているからといって，本件車両が駐車されている本件土地を
占有していると認めることはできない」として，Ｘの請求を棄却したので，Ｘ
が控訴した。
　控訴審（東京高判平成19・12・ 6 金判1３1４号2７頁）では，①所有者としての自動
車撤去義務について，「Ｙは，Ｂに対する立替払債権を担保するために，本件
車両の所有権を留保しているにすぎず，その留保所有権は，実質的には本件車
両の担保価値を把握する機能を有する担保権の性質を持つにすぎず，Ｂが期限
の利益を失った場合であっても，Ｙが，上記の権限を有することは別として，
Ｂから本件車両を引き揚げてこれを占有保管すべき義務を負うということはで
きないから，本件車両の占有使用を権能として包含する法的に通常の所有権が
Ｙに帰属しているとはいい難い」こと，②間接占有者としての自動車撤去義務
について，「Ｙのその権限は，Ｂに対する立替払債権の満足を図るための手段
にすぎず，上記の場合であっても，ＹがＢから本件車両を引き揚げてこれを占
有保管すべき義務があるということはできないし，Ｙが本件車両を占有する実
態も存在しないのであって，Ｙが本件車両の所有権を留保している間も，上記
認定のとおり，Ｂは，本件車両を自由に使用し，Ｙの了解を得ることなく自由
に駐車場を賃借することができることにかんがみれば，Ｙは，社会観念上，本
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件車両を事実上支配しているものとはいえない」こと，③自動車登録名義人と
しての自動車撤去義務（登記名義人の建物収去・土地明渡義務を認めた最三小判平成
6 ・ 2 ・ 8 民集４8巻 2 号３７３頁に基づき，「甲所有地上の建物を取得し，自らの意思に基
づいてその旨の登記を経由した乙は，たとい右建物を丙に譲渡したとしても，引き続き
右登記名義を保有する限り，甲に対し，建物所有権の喪失を主張して建物収去・土地明
渡しの義務を免れることはできない」ことに照らして，Ｘは，甲と同様，本件車両の所
有権の帰属につき重大な利害関係を有すると主張）について，「本来動産である自動
車について自動車登録名義人に自動車撤去の義務があるか否かが争点とされて
いる本件とは事案を異にする」こと等を理由に，控訴を棄却した。そこで，Ｘ
が上告受理申立てをした。
３ 　判決の内容
①　「本件立替払契約によれば，Ｙが本件車両の代金を立替払することによっ
て取得する本件車両の所有権は，本件立替金債務が完済されるまで同債務の担
保としてＹに留保されているところ，Ｙは，Ｂが本件立替金債務について期限
の利益を喪失しない限り，本件車両を占有，使用する権原を有しないが，Ｂが
期限の利益を喪失して残債務全額の弁済期が経過したときは，Ｂから本件車両
の引渡しを受け，これを売却してその代金を残債務の弁済に充当することがで
きることになる。」
②　「動産の購入代金を立替払する者が立替金債務が完済されるまで同債務の
担保として当該動産の所有権を留保する場合において，所有権を留保した者
（以下，「留保所有権者」といい，留保所有権者の有する所有権を「留保所有権」とい
う。）の有する権原が，期限の利益喪失による残債務全額の弁済期（以下「残債
務弁済期」という。）の到来の前後で上記のように異なるときは，留保所有権者
は，残債務弁済期が到来するまでは，当該動産が第三者の土地上に存在して第
三者の土地所有権の行使を妨害しているとしても，特段の事情がない限り，当
該動産の撤去義務や不法行為責任を負うことはないが，残債務弁済期が経過し
た後は，留保所有権が担保権の性質を有するからといって上記撤去義務や不法
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行為責任を免れることはないと解するのが相当である。」
③　「なぜなら，上記のような留保所有権者が有する留保所有権は，原則とし
て，残債務弁済期が到来するまでは，当該動産の交換価値を把握するにとどま
るが，残債務弁済期の経過後は，当該動産を占有し，処分することができる権
能を有するものと解されるからである。」
④　「もっとも，残債務弁済期の経過後であっても，留保所有権者は，原則と
して，当該動産が第三者の土地所有権の行使を妨害している事実を知らなけれ
ば不法行為責任を問われることはなく，上記妨害の事実を告げられるなどして
これを知ったときに不法行為責任を負うと解するのが相当である。」
　以上のとおり判示して，原判決を破棄し，本件立替金債務の残債務全額の弁
済期が到来したか否かなどについて，審理を尽くさせるため原審に差し戻した
（番号は筆者が付した）。
４ 　検　　討
　 1　本判決の意義と検討課題
　留保所有権者の担保権者としての地位に関して，本判決では次の 2 点が注目
される。
　まず，第 1 点は，残債務の弁済期の前後によって留保所有権者の地位を区別
し，残債務弁済期の到来前は，特段の事情がない限り，担保目的物の交換価値
の把握にとどまるとして，その担保権者としての地位および権利の内容を明確
化したことである（判示事項の③）。第 2 点は，残債務弁済期の経過後は，留保
所有権者は担保目的物を「占有し，処分することができる権能」を有すること
となるので，担保目的物が第三者の土地所有権の行使の妨害するときは，留保
所有権者が担保目的物の撤去義務や不法行為責任を負うとしたことである（判
示事項の②）。つまり，特段の事情がない限り，所有権留保に担保としての性質
および効力が認められるのは，被担保債権の弁済期が到来する前までであり，
弁済期の到来後は異なる地位に立つことを明らかにしたのである。
　弁済期の到来による留保所有権者の地位の変動は，従来の譲渡担保に関する
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判例法理との関係でどのように位置付けられるか，そして，留保所有権者に担
保目的物撤去義務等が認められるのは，法的に何を意味することになるのかが
問題になる。以下， 2 において所有権留保の担保としての性質および効力を概
観した上， ３ ・ ４ でこれらの問題について検討する。
　 2　所有権留保の担保としての性質および効力
　　　⑴　所有権留保の利用と特約
　自社割賦は，割賦販売業者が購入者から代金を 2 月以上の期間にわたり，か
つ， ３ 回以上に分割して受領することを条件として指定商品等を販売する取引
をいい（割賦販売法 2 条 1 項），割賦販売業者は割賦代金債権を担保するために，
賦払金の支払いが完了するまで，売買目的物の所有権を留保する。これに対し，
個別クレジットは，特定の販売業者が行う購入者への商品等の販売を条件とし
て，クレジット業者が代金等に相当する金額を当該販売業者等への立替払いす
るとともに，購入者から 2 月を超える期間にわたって，立替金の返済を受ける
取引をいい（割賦販売法 2 条 ４ 項），クレジット業者が割賦販売業者に代わって
留保所有権者の地位に立つ。つまり，留保所有権者が割賦販売業者である場合
とクレジット業者である場合の 2 つのタイプがあり，以下では，それぞれを区
別するために，前者を「売主与信型」，後者を「クレジット業者与信型」と呼
ぶこととする。
　実際に多いのは「クレジット業者与信型」であり，その所有権留保特約は，
2）
3） 4）
これについて，滝沢昌彦「所有権留保」椿寿夫・中舎寛樹編『解説新・条文にない民法』168
頁（2010年，日本評論社）は，「代金完済の時までは所有権は売主に残っており代金完済時に所
有権は買主に移転する」という条件による売買，すなわち「販売方法」と理解した方がわかりや
すいと説く。所有権留保を「買主の代金完済を停止条件とする所有権移転契約」（石口修「所有
権留保の立法をどう考えるか①─所有権留保の当事者関係」椿寿夫編『民法改正を考える』1７9
頁（2008年，日本評論社））と解するのも同一の立場に立つものである。一方，石口教授は，所
有権留保について，「買主の第三者に対して有する債権の譲り受けとともにすることができる」
という提案され，延長類型の所有権留保を例示する（同「所有権留保の立法をどう考えるか②─
所有権留保の第三者関係」同書18３頁）。これが本文のクレジット業者与信型に近い。
平成20年度の個品の割賦販売の信用供与額７,260億円に対して，個別クレジットは2７,４5４億円
に上る（㈳日本クレジット協会）。
小峯勝美「クレジット取引と自動車の所有権留保⑴」NBL４３0号2４頁（1989年），㈳全国信販
協会「個品割賦購入あっせんモデル約款解説書［平成16年改訂版］」による。現在各社で使用さ
2）
3）
4）
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⑴立替払いに伴って販売業者からクレジット業者（債権者）に購入商品の所有
権が移転し，立替払契約に基づく債務が完済されるまでクレジット業者にその
所有権が留保され，⑵購入者（債務者）が期限の利益を喪失したときは，クレ
ジット業者は留保した所有権に基づき商品を引き取り，立替払債権を回収する。
⑶期限の利益の喪失について，当然喪失事由と請求喪失事由が定められている。
当然喪失事由は，①支払期日に分割支払金の支払を遅滞し，会社から20日以上
の相当な期間を定めてその支払を書面で催告されたにもかかわらず，その期間
内に支払わなかったとき，②自ら振出した手形，小切手が不渡りになったとき
または一般の支払を停止したとき，③差押，仮差押，保全差押，仮処分の申立
てまたは滞納処分を受けたとき，④破産，民事再生，会社整理，特別清算，会
社更生その他裁判上の倒産処理手続の申立てを受けたときまたは自らこれらの
申立てをしたとき，⑤商品や権利の購入または役務の受領が私にとって商行為
となる場合で，債務者が分割支払金の支払を 1 回でも遅滞したとき，⑥商品の
質入れ，譲渡，賃貸その他会社の所有権を侵害する行為をしたときである。請
求喪失事由は，①本契約上の義務に違反し，その違反が本契約の重大な違反と
なるとき，②その他債務者の信用状態が著しく悪化したとき，③ 2 回払いの場
合で， 1 回でも支払を遅滞したときである。
　売主与信型の所有権留保の特約は，クレジット業者与信型と異なり，立替払
に伴う販売業者からクレジット業者（債権者）に購入商品の所有権が移転する
という定めがないほか，また，購入者の債務が完済されるまで販売業者にその
所有権が留保されるとする点が異なることになるが，他の点ではクレジット業
者与信型と同様である。
　以上によって設定を受けた所有権留保は，留保所有権者が担保権者として購
入商品等（担保目的物）の交換価値を把握することを目的とするもので，購入
者に対する未払割賦代金債権または立替金債権の弁済がないとき，購入商品等
5）
れている約款は，平成21年の改正割賦販売法の施行に伴い本モデル約款から改定されているが，
本文紹介の箇所は変更されていない。
小峯・前掲註４）2３頁。5）
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を換価処分して，弁済に充当することを目的とするものにほかならないが，本
判決に関わる問題点を検討するに先立ち，所有権留保の法的性質および購入者
（債務者）の地位，第三者に対する効力について，項を改めて検討する。
　　　⑵　法的性質および購入者（債務者）の地位
　クレジット業者与信型の所有権留保は，⑴の特約によれば，債権担保目的を
もって，担保目的物の所有権を債権者に帰属させるもので，その限りでは譲渡
担保と同一のものと考えてよい。売主与信型の所有権留保も，同様の性質を有
するものの，所有権の移転がないことおよび個々の解釈に当たって売買契約の
存在が前提とされていること等から特別な考慮が必要とされている。
　いずれにせよ，所有権留保では，売主与信型・クレジット業者与信型を通じ
て，売主およびクレジット業者（債権者）は，譲渡担保と同様，担保目的に制
限された所有権を取得する一方で，購入者（債務者）にも物権的な権利（物権的
期待権）が帰属すると解されている。
　そうすると，所有権留保が設定された購入商品に，購入者（債務者）が新た
に譲渡担保権を設定することができるかについては，特約による禁止を別にす
6）
7）
8）
9）
譲渡担保と所有権留保の違いについて，学説の中に，譲渡担保は「通常は被担保債権との内在
的な関係をもたない目的物の所有権が，担保のために新たに債権者に移転される」のに対し，所
有権留保は「担保のために，売主＝債権者の有している所有権が移転しないこととされるのであ
り，担保権の設定という新たな物権変動は存しない」と述べるものがある（高橋眞『担保物権法
［第 2 版］』３15頁（2010年，成文堂））。しかし，とくにクレジット業者与信型の所有権留保は，
販売与信に伴う担保であることから目的物も販売にかかる物品に限定されるが，これ以外の点に
ついては譲渡担保との間で違いはないように思われる。
例えば，高木多喜男『担保物権法〔第 ４ 版〕』３７9頁（2005年，有斐閣）参照。
道垣内弘人『担保物権法［第 ３ 版］』３61頁，高橋・前掲註6）３16頁。クレジット業者与信型は，
購入者（債務者）の賦払金債務の遅滞を原因として期限の利益を喪失させ残債務を一括して請求
し，これが履行されない場合に，物件の引き上げが実行され，売主与信型のように代金支払債務
の不履行を原因とする売買契約の解除は必要ない点など，売主与信型に見られない特色が見られ
る旨が指摘されている（千葉恵美子「複合取引と所有権留保」内田貴・大村敦志編『民法の争
点』15３頁（200７年，有斐閣）参照）。なお，両者の相違については，柚木馨・高木多喜男編『新
版注釈民法⑼』911頁［安永正昭］（1998年，有斐閣）），増田晋・山岸良太・古曳正夫「所有権留
保をめぐる実務上の問題点」加藤一郎・林良平『担保法大系〈第 ４ 巻〉』４02頁以下（1985年，金
融財政事情研究会）参照。
道垣内・前掲註8）３62頁，内田貴『民法Ⅲ』55７頁。なお，米倉明『所有権留保の研究』３７8頁
（199７年，新青出版）は，「買主に目的物の所有権が移転し，直接占有も移され，続いて（時間
的にはその直後に），その所有権に対して売主が抵当権を取得する」と述べる。
6）
7）
8）
9）
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れば，少なくともクレジット業者与信型にあっては，動産譲渡担保の例に従い
（最一小判平成18・ ７ ・20民集60巻 6 号2４99頁参照），後順位の譲渡担保権として，
その私的実行は認められないが，設定自体は可能と解してよいだろう。
　　　⑶　第三者に対する効力
　所有権留保の対抗要件については，売主与信型では所有権の移転がないこと
から問題にならないが，クレジット業者与信型では，所有権の移転があること
からクレジット業者の対抗要件具備は別途行う必要がある。しかし，自動車の
場合，実際には，販売会社の登録名義のままというケースもある（本判決の事
案はクレジット業者の登録名義になっている。）。この点について学説は，「法定代
位の効果として販売業者からクレジット会社に所有権留保（権）が移転すると
解すると，代位者であるクレジット会社が対抗要件を具備しなくても，第三者
に所有権留保を対抗できる」とする。しかし，最近の最高裁判例は，「自動車
の購入者から委託されて販売会社に売買代金の立替払をした者が，購入者及び
販売会社との間で，販売会社に留保されている自動車の所有権につき，これが，
上記立替払により自己に移転し，購入者が立替金及び手数料の支払債務を完済
するまで留保される旨の合意をしていた場合に，購入者に係る再生手続が開始
した時点で上記自動車につき上記立替払をした者を所有者とする登録がされて
いない限り，販売会社を所有者とする登録がされていても，上記立替払をした
者が上記の合意に基づき留保した所有権を別除権として行使することは許され
ない」と述べ（最二小判平成22・ 6 ・ ４ 金判1３5３号３1頁），民事再生手続における
10）
11）
12）
13）
拙稿「集合動産譲渡担保権設定者の担保目的処分とその効力─最一判平成18.７.20が明らかにし
た法理と実務の対応」NBL86７号22頁（200７年）。なお，自動車について，所有権移転の登録を
受けずに譲渡担保権を設定した車金融の事例で，購入者（債務者）が目的物を譲渡担保に供する
行為は不法行為責任を構成するとしたものがある（東京高判平成1３・10・2３判時1７6３号199頁）。
学説も，買主の固有の物権的地位に基づく処分を禁ずる趣旨ではないとする（柚木＝高木編・
前掲註8）916頁［安永］）。
千葉・前掲註8）15４頁。同旨の解説として，梶村太一・深澤利一・石田賢一『全訂版割賦販売
法』1３5頁［佐藤鉄男］（200４年，青林書院）参照。
本判決のコメントとして，印藤弘二・金法190４号 ４ 頁（2010年），小林明彦・金判1910号11頁
（2010年），野村秀敏・金判1３5３号1３頁（2010年）がある。
10）
11）
12）
13）
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別除権の行使との関係で，自動車の所有権留保の対抗要件として留保所有権者
による登録を必要とした。
　購入者（債務者）の民事再生・会社更生手続における取扱いについては，こ
れらの事由を契約の解除事由とする旨の特約は効力を有さないが（会社更生に
ついて最三小判昭和5７・ ３ ・３0民集３6巻 ３ 号４8４頁，民事再生について最三小判平成
20・12・16民集62巻10号2561頁），留保所有権者は別除権者・更生担保権者として
処遇するというのが多数説であり，最近の最高裁でも，クレジット業者与信型
の所有権留保について，購入者（債務者）民事再生の事例で別除権とする取扱
いが明確化された（前掲・最二小判平成22・ 6 ・ ４ ）。
　所有権留保の目的物に対する強制執行との関係では，判例は，売主与信型に
おいて，売買代金の支払が終わるまでの間に購入者の債権者が目的物に対し強
制執行したときは，留保所有権者は所有権を主張し，第三者異議の訴によって
強制執行を排除することができ（最一小判昭和４9・ ７ ・18民集28巻 5 号７４３頁），留
保所有権者がその目的動産を処分する行為は右動産について買主の設定した譲
渡担保権の侵害にあたらないとする（最二小判昭和58・ ３ ・18判時1095号10４頁）。
クレジット業者与信型においても，差押債権者や後順位の譲渡担保権者に対し
て同一の効力を有すると解してよいだろう。
　 ３　弁済期の前後による留保所有権者の地位の変動
　　　⑴　不動産譲渡担保に関する判例法理との関係
　本判決の立場は，前述のとおり，残債務弁済期の前後によって留保所有権者
の地位が変動することを認めるものであるが，不動産譲渡担保に関する確立し
た最高裁判例も，譲渡担保権者において目的不動産を処分する権限が，いつ，
14）
例えば，伊藤眞『破産法・民事再生法』３３6頁・691頁（200７年，有斐閣）。森田修『債権回収
法講義』1７1頁（2006年，有斐閣）。これらに対し，「民事再生・会社更生にあっては場合に応じ
てその取戻し（＝所有権留保の実行）を中止命令（民再３1条，会更2４条 1 項）でコントロールす
る方向がとられるべきであろう」とする有力見解がある（道垣内・前掲註8）３6７頁）。
14）
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どのような内容で生じるかについて，同様の立場に立つ。
　すなわち，被担保債権の弁済期の徒過によって債務者が履行遅滞に陥った後
は，「債権者は，目的不動産を処分する権能を取得し，この権能に基づいて，
当該不動産を適正に評価された価額で自己の所有に帰せしめること，又は相当
の価格で第三者に売却等をすることによつて，これを換価処分し，その評価額
又は売却代金等をもつて自己の債権の弁済に充てることができる」（最二小判昭
和5７・ 1 ・22民集３6巻 1 号92頁）とする。そして，「債権者がこの権能に基づいて
目的物を第三者に譲渡したときは，原則として，譲受人は目的物の所有権を確
定的に取得し」（最三小判平成 6 ・ 2 ・22民集４8巻 2 号４1４頁），「設定者としては，
目的不動産が換価処分されることを受忍すべき立場にあるというべきところ，
譲渡担保権者の債権者による目的不動産の強制競売による換価も，譲渡担保権
者による換価処分と同様に受忍すべきものということができるのであって，目
的不動産を差し押さえた譲渡担保権者の債権者との関係では，差押え後の受戻
権行使による目的不動産の所有権の回復を主張することができなくてもやむを
得ない」（最二小判平成18・10・20民集60巻 8 号３098頁）とする。これら最高裁判
例の帰結は，被担保債権の弁済期を基準にして，弁済期後の譲渡担保権者は目
的物の処分権能を取得しているものと解して，弁済期後に利害関係を有するに
至った第三者が，その後に受戻権を行使した設定者よりも保護されるとするも
のである。
　クレジット業者与信型の所有権留保にあっては，実質譲渡担保と同一視でき
ることは前述のとおりであり，このことからも，残債務弁済期到来前後を基準
にして，譲渡担保権者の機能に変更をきたすとする判例の考え方は，所有権留
保においても同様に解することができ，本判決は，残債務弁済期が到来するま
では，留保所有権者は担保目的物の交換価値を把握するにとどまるが，残債務
弁済期の経過後は，当該動産を占有し，処分することができる権能を有するも
15）
16）
増森珠美「最二小判平成18・10・20解説」曹時60巻 5 号159３頁（2008年）
今尾真「本件判批」登記情報58３号61頁（2010年），清水元「本件判批」中央ロー・ジャーナル
6 巻 2 号8４頁（2009年）。
15）
16）
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のとして，この旨を確認したものである。売主与信型の所有権留保においても，
この論理が同様にあてはまると解するのが多数の見解である。
　以上のような立場に立った場合，弁済期の到来をどう把握するかが重要な問
題になるが，本判決は，これを事実認定の問題として差戻審の審理に委ねた。
差戻審では改めて本件事案に即した判断がされると思うが，以下ではその判断
にあたって留意する必要があると思われる事項について，⑵⑶として検討する。
　　　⑵　期限の利益喪失条項と弁済期
　クレジット業者に対する立替払契約による債務の弁済期は，購入者（債務
者）が期限の利益喪失条項に該当すれば到来する。本件事件では，「支払期日
に分割支払金の支払を遅滞し，会社から20日以上の相当な期間を定めてその支
払を書面で催告されたにもかかわらず，その期間内に支払わなかったとき」と
する期限の利益の当然喪失条項に該当するとされたものである。個別クレジッ
ト取引においては比較的多い事例である。
　この場合，問題は，期限の利益の当然喪失事由に該当したとしても，弁済期
の到来が客観的に一律に定まるものではないことに注意が必要である。例えば，
購入者（債務者）が期限の利益の当然喪失事由に該当して期限の利益を喪失し
たにもかかわらず，クレジット業者が分割返済を受領し続けていたような場合
に，改めてクレジット業者が期限の利益の喪失を主張することの是非が問題に
された事件との関係に注意する必要がある（最三小判平成21・ ４ ・1４金法18７5号61
頁，最二小判平成21・ 9 ・11金法1886号50頁，最三小判平成21・11・1７金法1888号55頁
参照）。
　期限の利益の当然喪失事由は，銀行取引では相殺権の行使において一定の意
義が認められるとしても，譲渡担保・所有権留保の担保権者の地位の変動の事
17）
18）
古積健三郎「本件判批」リマークス４020頁（2010年），小山泰史「本件判批」法時82巻 9 号11７
頁（2010年），片山直也「本件判批」金法1905号３8頁（2010年）など。
片岡宏一郎「銀行取引約定書の今日的課題（中）ひな型廃止後の改訂条項の検討を通じて」 金
法18４6号４３頁（2008年），山野目章夫「期限の利益の喪失」銀法58３号26頁（2000年）。
17）
18）
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由としては必ずしも適切ではないと思われ，そうすると請求喪失事由を期限の
利益喪失事由の原則形態とし，これにより期限の利益の喪失時期を確定させる
ことが実務運用としても有効な方法と思われる。
　しかし，本件事案で適用された期限の利益の喪失条項を前提にして，購入者
（債務者）が所在不明のためクレジット業者からの催告ができず，期限の利益
の喪失しているといえない場合について，これが長期に及んでいる場合，どの
ように取り扱うかが問題になる。学説は，「通常であれば，催告・残債務の期
限の利益の喪失・物件の引き上げをすべき時期に至っているという状況であれ
ば，買主の所在不明という状況も加味し」，「弁済期を徒過したのと同視して」，
弁済期が到来したものとする取扱いを認める。しかし，20日以上の期間を定め
た催告期間を経て期限の利益が喪失するという取扱いは，割賦販売法３5条の ３
の1７を踏まえたものであり，これに反する取扱いは慎重を期す必要があるよう
に思われる。
　　　⑶　弁済期の猶予が行われた場合の弁済期
　弁済期の到来後，割賦販売業者またはクレジット業者（債権者）が弁済期を
猶予または期限の利益を再度付与する場合について，いったん弁済期が到来し
た以上は，留保所有権者は担保目的物撤去義務等を免れることはできないとす
れば酷であるという評価もあり得ると思われる。しかし，撤去義務の負担を免
れたいがためにことさら行うというのであれば，「撤去を求める土地所有権者
を意図的に害する行為に該当し，信義則などの一般原則からしてこの者にはそ
れを対抗できない」と考えざるを得ないであろう。留保所有権者は，担保権の
実行が可能であるのにこれを行わないとき，担保物権の放棄とも見られかねな
19）
20） 21）
22）
23）
小山泰史「流動動産譲渡担保における『弁済期到来時』の持つ意味」民事研修6３７号 6 頁
（2010年）。
安永正昭「本件判批」金法1890号1７頁（2010年）。
田高寛貴「本件判批」判タ1３05号51頁（2009年）。
藤澤治奈「本件判批」NBL909号1７頁（2009年）。
安永・前掲註20）1７頁。
19）
20）
21）
22）
23）
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いところ，物権の放棄は，これによって他人の利益を害さない場合にだけ認め
られるからである。
　しかし，残債務が僅少で，その換価代金が搬出費用や処分までの保管費用に
見合わないという状況にあっては，反対の見解もあるが，「弁済を猶予したと
の主張をもって撤去請求を拒むことが許されてよい」ものと思われる。このよ
うに考えていくと，弁済期の猶予の適否は，次に検討する留保所有権者の担保
目的的物撤去義務が肯定されるかどうかとの関わりで判断すべきこととなりそ
うである。
　 ４　留保所有権者の担保目的物撤去義務
　⑴　物権的請求権行使の相手方に関する判例法理との関係
　例えば，Ｘの所有する土地上に，その土地を利用する権限がない自動車が駐
車されていた場合，Ｘは土地所有権に基づく物権的請求権（妨害排除請求）の
行使として，当該自動車の撤去を請求できる。当然のことである。問題は，そ
の物権的請求権行使の相手方について，当該自動車の留保所有権者（登録名義
人）であるＹがこれに該当するとした本判決の判断が，どのような根拠に基づ
くものであるか，またこれが適切であるかである。
　物権的請求権行使の相手方は，「現に無権限で他人の物を占有している者，
または妨害物の所有者など他人の物への侵害状態を除去しうべき地位にある
者」である。例えば，ＡがＸから建物を賃借し，当該家屋にＹから賃借した砕
石機を据付けて事業を営んでいたところ，建物賃貸借契約が解除し，ＡはＸに
建物を返還したが，砕石機がそのままであった場合，Ｘは砕石機の所有者Ｙに
対して撤去を請求した事例において，大審院判例は，「賃借人に於て之を撤去
24）
25）
26）
27）
我妻榮・有泉亨補訂『新訂物権法』2４9頁（198３年，岩波書店），近江幸治『民法講義Ⅱ物権法
［第 ３ 版］』1７5頁（2006年，成文堂），内田貴『民法Ⅰ［第 ４ 版］』４28頁（2008年，東大出版
会）ほか。
印藤弘二「本件判批」金法18７３号 5 頁（2009年）。第三者を害することは許されないので，担
保権者がその権利を放棄して賠償責任を免れることはできないとする。
田髙・前掲註21）50頁。
舟橋諄一・徳本鎮編『新版注釈民法⑹［補訂版］』150頁［好美清光］（2009年，有斐閣）。
24）
25）
26）
27）
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せず家屋内に放置したる場合に，賃貸人が賃貸借終了を事由とし所有者に対し
其の撤去を求めたるとき，所有者は賃借人に対する関係如何に拘らず之を撤去
することを要するものにして若し有者之に応ぜず其の放置することに因りて賃
貸人の家屋の使用を妨くるに至りたるときは，所有者は之に因りて生じたる損
害を賠償すること要するものと為さざるべからず」と判示する（大判昭和 5 ・
10・３1民集 9 巻1009頁）。
　妨害物が登記制度のある建物の場合も，物権的請求権行使の相手方は建物所
有者であることに変わらないが，建物の登記名義人と実質所有者が異なる場合，
土地所有者はいずれに対して建物の撤去を求めることができるか，また，妨害
物（建物）の登記名義を保有する者は当該妨害物の撤去義務を負うかどうかが
問題になる。これについては，現実に建物を所有することによってその土地を
占拠し，土地所有権を侵害している者を相手方とするのが最高裁の判例（最二
小判昭和３5・ 6 ・1７民集1４巻 8 号1３96頁，最一小判昭和４７・12・ ７ 民集26巻10号1829頁
ほか）である。
　しかし，妨害物である建物が譲渡されたにもかかわらず登記名義が譲渡人の
ままになっている場合，その登記名義人は建物所有者ではないことを理由に妨
害排除の請求を拒絶できるかについて判例は次のような立場をとる。すなわち，
本件土地を競売による売却により取得したＸが，土地上の建物のかっての所有
者であり，かつ現登記名義人であるＹに対して，土地所有権に基づき本件建物
の収去と本件土地の明渡しを求めた事件で，最高裁は，「他人の土地上の建物
の所有権を取得した者が自らの意思に基づいて所有権取得の登記を経由した場
合には，たとい建物を他に譲渡したとしても，引き続き右登記名義を保有する
限り，土地所有者に対し，右譲渡による建物所有権の喪失を主張して建物収
去・土地明渡しの義務を免れることはできない」と述べる（最三小判平成 6 ・
2 ・ 8 民集４8巻 2 号３７３頁）。土地所有者と建物譲渡人とは建物についての物権変
動における対抗関係（民法1７７条）にも似た関係に立つことを理由とするが，よ
り実質的な理由付けとして，判決は，「登記に関わりなく建物の『実質的所有
者』をもって建物収去・土地明渡しの義務者を決すべきものとするならば，土
134　（2３４）
地所有者は，その探求の困難を強いられる」，「相手方において，たやすく建物
の所有権の移転を主張して明渡しの義務を免れることが可能になるという不合
理を生ずるおそれがある」，「建物所有者が真実その所有権を他に譲渡したので
あれば，その旨の登記を行うことは通常はさほど困難なこととはいえず，不動
産取引に関する社会の慣行にも合致するから，登記を自己名義にしておきなが
ら自らの所有権の喪失を主張し，その建物の収去義務を否定することは，信義
にもとり，公平の見地に照らして許されない」こと等をあげる。
　これらによれば，物権的請求権（妨害排除請求）行使の相手方は，侵害状態
を除去しうべき地位にある妨害物の実質所有者であるのが原則であるが，この
実質所有者を探求するのが困難な状況下では，自らの意思で登記名義を有する
登記名義人も相手方することができると解されることになる。
　そうすると，本判決のＹは，妨害物である自動車の登録名義人であるという
だけでは物権的請求権行使の相手方にはなり得ず，相手方であるためにはその
他の事情が必要と解されることになるが，本判決は，これを弁済期後の留保所
有権者の地位に求めたものと思われる。
　⑵　弁済期後の留保所有権者の「占有し，処分することができる権能」
　被担保債権の弁済期後の留保所有権者のもとで生じた，購入商品等を「占有
し，処分することができる権能」について，学説は，「担保権実行段階の所有
権が，被担保債権の弁済期徒過後でかつ担保権実行前の段階で，すでに完全な
所有権になっている」とか，「弁済期限の到来以降は，設定者らは弁済によっ
て所有権を回復しその公示を具備する機会を自ら逸している事情が認められる
から，この段階以降は公示ないし取引の安全を尊重し，譲渡の有効性を認める
べきで……その帰結として，譲渡担保権者らには目的物の処分権が存在するこ
28）
29）
解説として，西謙二「最三小判平成 6 ・ 2 ・ 8 解説」曹時４9巻 ３ 号７３３頁（199７年），原田昌和
「建物収去・土地明渡請求の相手方」立教法学68号 1 頁（2005年）田中康博「建物収去・土地明
渡請求の相手方─最高裁199４年 2 月 8 日判決を契機に」京都学園法学16号 1 頁（1995年）ほか参
照。
小山・前掲註16）118頁。
28）
29）
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とになる」，「留保所有権者は，所有権者であることの表示によって私的実行が
確保された担保権であると解されるが，留保所有権者がそうした権利を有する
ことは，広い意味では，……所有者「的」地位を有しているといいうる」と解
し，所有権と理解する立場が多数を占めている。しかしこれに対して，あくま
で，「実行のための換価処分権」であることを強調する立場があり，後者にあ
っては「土地所有権を侵害された第三者との関係では，『侵害の状態を除去し
うべき地位』にあるとの実質的判断がされたものと推測される」と解する見解
もあり，論者により異なる立場が示されているが，弁済期到来後は，設定者の
取戻権は認めないこと，および担保権の実行が認められることは，いずれの見
解も否定しておらず，弁済期到来後の留保所有権者の権利をどのように解する
かによって実際の取扱いにさほど違いは生じないように思われる。
　物権的請求権行使の相手方は，本来は，妨害物である本件車両の買主である
が，買主は行方不明であるというのが本判決の事案であり，この点では前掲・
平成 6 年判決も物権的請求権行使の相手方たる本来の所有権者が不明という点
では共通する前提がある。
　そこで，留保所有権者であるクレジット業者がこれに伴うリスクを負担する
ことになるかどうかが問題にされ，弁済期後は，妨害物を「占有し，処分する
ことができる権能」を有しているのでこれを撤去する義務があるとして，この
リスクを留保所有権者が負担すると解したのが本判決であるということになろ
う。このように結論をとるにあたって，前述の最高裁判例（前掲・最三小判平成
6 ・ 2 ・ 8 ）を「建物収去土地明渡請求の相手方を建物を現実に所有するもの
としつつ，所有者の実体とその公示が一致しない場合には，これによるリスク
を当事者の置かれた状況に応じて分配していると理解」し，「立替金債務の担
保のために所有権留保がされている場合にも，まず，誰が自動車の所有権を現
30）
31）
32）
33）
34）
古積・前掲註16）21頁。
田髙・前掲註18）51頁。
片山・前掲註16）３9頁。
片山・前掲註16）４0頁。
小山・前掲註19） 6 頁は，これを「固定化」と呼ぶ。
30）
31）
32）
33）
34）
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実に有しているかを確定すべきであり，次にこれと公示の間に不一致がある場
合には，そのリスクを物権的請求権を行使する側と行使される側のいずれに負
担させるべきか」の検討を経て，留保所有権者であるクレジット業者が侵害状
態を除去しうべき地位にある実質所有者と考えられたものと解されるが，一種
の政策的判断も加味されたのではないかと思われる。
　⑶　弁済期後の留保所有権者の不法行為責任
　本判決は，留保所有権者の担保目的物撤去義務が発生した後，留保所有権者
は，当該動産が第三者の土地所有権の行使を妨害している事実を知ったときに
始めて不法行為責任を負うことになる旨を判示する。このように解する理由は
明らかではない。そもそも，駐車場の賃料相当額の損害賠償を，賃貸借契約の
相手方ではない留保所有権者に負担させるのは「筋違い」ともいいうるところ
であるが，妨害の事実を告げられた場合など本件車両について撤去義務が発生
していることを知り，これを撤去することが可能となったのにこれをしなかっ
たとして不作為の不法行為が成立し，この不作為には過失があるとするもので
あろうか。
　知り得たときも同様に解するかは，担保目的物が第三者の土地所有権を妨害
しているかどうかの予見・調査義務を留保所有権者に負わせることになり，適
切ではないだろう。そうすると債権侵害の不法行為と同様，加害者に故意がな
ければ成立しないと考えるのも十分理由があるように思われる。
35）
36）
37）
38）
古積・前掲註16）20頁，今尾・前掲註16）58頁。
安永・前掲註20）18頁。
古積・前掲註16）21頁，片山・前掲註16）４0頁，岡林伸幸「本件判批」判時20７2号181頁（2010
年）。本判決が，物権的請求権行使の要件よりも狭い範囲でしか不法行為責任を認めなかったの
は，不法行為責任においては故意・過失という当事者の主観が要件となっているからであると説
明する見解がある（久保田淳哉・長崎威志「本件判批」民事研修6３6号４8頁（2010年））。
遠藤元一「本件判批」金判1３25号 ４ 頁（2009年），髙橋寿一「本件判批」金判1３４３号11頁
（2010年）。
35）
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5 　むすびに代えて
　クレジット業者が留保所有権者となる所有権留保では，譲渡担保と同様，被
担保債権の弁済期が到来するまでは，特段の事情がない限り，担保権者が担保
目的物の交換価値を把握するという所有権移転型の約定担保としての機能を果
たすことは本判決により明確化された。売主与信型の所有権留保も同様に解し
てよい。そして，この担保目的物が第三者の土地所有権等を妨害しているよう
な場合，被担保債権の弁済期が到来した後にあっては，土地所有権による物権
的請求権（妨害排除請求）行使の相手方として，留保所有権者がその撤去義務
等を負うことも本判決は明らかにした。被担保債権の弁済期到来前は，所有権
留保の担保としての本質を維持しつつ，被担保債権の弁済期到来後は，実行・
換価手続が可能とされることを前提に，留保所有権者（担保権者）が実質所有
者としての地位に立って，その権利・義務が問われることが本判決によって明
らかにされたのである。この場合，実務の問題として，クレジット業者が撤去
義務等の違反を問われるのを避けるためには，直ちに所有権留保の実行手続に
入るのが無難とされているが，ここまでの担保管理は実際問題として困難であ
ろう。実務対応も含めたより詳細な検討は，他日を期すこととしたい。
39）
今尾・前掲註1７）65頁。債務者が担保目的物である動産の引き揚げに応じない場合は，自力救
済は許されないので，当該動産について仮処分手続き（断行もしくは半断行）を執るか，本案訴
訟を提起して民事執行により引渡しを受けなければならない（印藤・前掲註25） 5 頁）。
39）
